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平成19年3月 

環 境 省 
 

【要旨】 

 我が国の二酸化炭素排出量は、自動車走行量や床面積といった「活動量」の増加により、運輸旅客部門、
業務その他部門の伸びが著しい。 

 都市機能が拡散している都市は、一人当たりの運輸旅客部門の二酸化炭素排出量が多く、就業者一人当
たりの床面積が広い傾向にある。 

 都市機能の拡散は、沿道開発一体の道路整備、路面電車の存廃等の都市政策の影響を受けていると考え
られる。 

 中長期的に、温室効果ガスの排出を大幅に削減するためには、上記活動量に極めて大きな影響を与えて
いる都市構造を見直すことが不可欠である。 

 具体的には、都市計画や交通政策に地球温暖化対策の視点を盛り込み、いわゆる「自然資本」を巧みに
組み込んだ、公共交通を軸とした拠点集中型の地域・都市構造の構築を図る。 

 

１．二酸化炭素排出量の現状 

 

1990年比で、業務その他部門の二酸化炭素排出量

が6千9百万トン、運輸旅客部門（自動車）の排出

量が4千万トン増加するなど、都市活動由来の排出

量の増加が著しい。自動車単体の燃費対策や省エネ

製品の普及などの機器単位の対策は、依然として不

十分であるが一定の成果を上げつつある一方で、走

行量や床面積といったいわゆる「活動水準要因」や

モーダルシフトなどの分野横断的施策への対策が遅

れている。この「活動水準要因」や分野横断的施策は、後述するように都市構造と深い関わ

りがあるため、二酸化炭素排出量削減に資する「まちづくり」を検討し、対策を推進するこ

とが急務となっている。 

 

２．地球温暖化対策とまちづくりの関係 

 

中心市街地の衰退と都市機能の拡散が、運

輸、業務部門の排出量に大きな影響を与えて

いる。人口集中地区（DID）の人口密度が低い

地域ほど、自動車分担率が高く、一人当たり

の旅客運輸部門の二酸化炭素排出量が多い傾

向にある。 

都道府県庁所在地の間でも、一人当たりの

運輸旅客部門の二酸化炭素排出量は最大で約

３倍の開きがあり、東京や大阪などの大都市

部を除いても約２倍の差がある。 
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 また、都道府県庁所在地について、DID

人口密度と就業者一人当たりの床面積（事

務所、店舗、銀行、百貨店）との関係をみ

ると、都市規模による違いがあるものの、

都市機能が拡散している都市は、就業者一

人当たりの床面積が広い傾向にある。 

 以上から、都市構造の改変により、二酸

化炭素の排出量を大幅に減らすことができ

る可能性がある。 
 

 

３．都市機能の拡散と政策の関係 

 

高度経済成長期以前までは、都市規

模にかかわらず我が国の都市は集約的

な都市構造を有していたが、市街化区

域の設定面積、住宅立地場所の選択1、

道路整備の進捗、路面電車の存廃等の

都市政策の違いが、都市構造の拡散度

合いに大きな差異を生じさせたと考え

られる。また、大規模小売店舗立地法

の制定等の規制緩和政策による大規模

小売店舗の郊外立地についても、都市

機能の拡散の要因とされている。 
 

（土地利用政策と交通政策） 

一人当たりの道路面積が広い地域で

は、DID の人口密度が低く、かつ、一人当たりの

運輸旅客部門の排出量が多い傾向にある。特に沿

道開発と一体となった道路整備が、住宅や商業施

設などの立地を促し、都市機能を拡散させ、更な

る自動車交通需要を誘発し、いわば「道路が道路

を呼ぶ」状況を作り出していると考えられる。ま

た、自動車の平均旅行速度が速い都道府県では、

乗車距離も長いとの指摘もなされており、自動車

の旅行速度を向上させることが二酸化炭素排出量

の減少に結びつくとは、一概には言えない。 

                         
1 地方中心都市で、都心から遠く交通の不便な地域の住宅地に住む人は、都心居住者と比べ平均して3倍の自動車燃料を消費しているとの分
析がある（谷口他 2007）。 
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ニュー富士見が丘団地
1987年開発許可

区画数：合計379

豊郷台
1980年開発許可

区画数：合計1549

みなみニュータウン等
1971年開発許可

区画数：合計3393

イーストヒルズ宇都宮
1988年開発許可

区画数：合計245

（未着手）
2005年開発許可

区画数：合計712

戸祭グリーンヒル
1986 ,1993年開発許可

区画数：合計572
宝木本町ニュータウン

1980 ,1997年開発許可

区画数：合計427

城西ニュータウン
1993年開発許可

区画数：合計445

西の宮団地
1972年開発許可

区画数：合計590

(未着手）
1996年開発許可

区画数：合計462

中鶴田団地など
1984年開発許可

区画数：合計335

1999年開発許可
区画数：合計189

さつき団地
1971年開発許可

区画数：合計985

陽東桜ヶ丘
2002年開発許可

区画数：合計352

宇都宮市が許可した主な郊外の宅地開発   資料：宇都宮市
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各都市の固定資産概要調書のうち、「事務所、店舗、銀行、百貨店」の項目の床面積（木造、

非木造を含む。）を、各都市の関連する就業者※で除した。 

※就業者は、H12国勢調査の各都市の従業地による就業者全体から、保健医療従事者、社

会福祉専門職業従事者、教員、農林漁業従事者、運輸・通信従事者、生産工程・労務作業

者、旅館その他宿泊所従事者を除いたもの。 

1981     1986      1991      1996 
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成績の良い都市
の悪化を防止す
る必要。

×
路面電車を有して都市
が多い

 

揮発油税等の道路特定財源制度によって、自

動車利用が増加すると道路整備財源が増加し、

道路交通のサービスが向上するという循環構造

が生じ、更に、道路整備によって郊外開発が進

み、中心市街地が衰退することで、中心市街地

を沿線とする公共交通の利用が減少してその収

支が悪化し、公共交通のサービスが低下して、

更なる郊外開発につながることとなる、といっ

た指摘がなされている。 

一方、我が国の道路投資に対する鉄道投資の割合は、諸外国と比べ、低い水準にとどまっ

ている。 

 

 

（大規模集客施設） 

我々の調査によると、郊外型大規模小売店の出店により、

利用者の自動車分担率、移動距離が変化し、地域の二酸化炭

素排出量が増加している。 

 

 

乗用車年間走行距離
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1960年ではほぼ同じだったDIDの人口密度
は、両市の政策の違い等により、2000年で
は大きく差が生じている。

（参考）集約型の都市と拡散型の都市の主な特徴
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都市内の緑地や水辺は、その周辺域に比べ気温

が低く、無風時でも「冷気のにじみ出し効果」が

確認されている。また、東京湾等の海風も巨大な

冷熱源となっている。しかし、建築物の配置等の

影響で、それら冷熱が伝わるいわゆる「風の道」

が確保されず、冷熱が有効に活用されていない状

況である。 

 

５．他の諸問題との関係 

 

都市機能の拡散は、環境負荷の増大だけでなく、中心市街

地の疲弊、廃棄物収集、福祉サービス等の行政コストの増加

に伴う財政収支の悪化、自家用車を運転できない人の移動手

段の確保、自動車分担率の増加に伴う交通事故の増加等の他

の諸問題を引き起こしている。 

 

 

 

中長期的に、温室効果ガスの排出を大幅に削減するためには、輸送量、床面積といった「活

動水準要因」に極めて大きな影響を与えている都市構造を見直すことが不可欠である。地球

温暖化対策の観点からは、地域の独自性の源泉でもある「地域の水、緑、風、太陽」といっ

たいわゆる「自然資本」を、都市構造に巧みに組み込みながら、集約的なまちづくりを実施

すべきである。 

 

（環境都市・交通計画の検討） 

 都市の二酸化炭素削減目標や交通機関の分担率目標
を設定する等、都市計画や交通政策に地球温暖化対

策の視点を盛り込む。 
 

 今後の人口減少・高齢化社会を踏まえると、都市構
造の再編は必須であり、その手段として、市街化区

域の適切な設定、固定資産税・住民税の税率を撤退

すべき地域には高く、再結集を図るべき地域には低

く設定する「固定資産税・住民税のグリーン化」な

どのインセンティブを与える仕組みを構築する。 
 

 まずは、無秩序な郊外開発を抑制し、運輸旅客・民生業務部門の活動量による増加基調

４．熱環境、大気環境との関係（都市集積対策） 

６．地球温暖化対策の観点からのまちづくりに向けて 
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緑地内外の気温南北断面の時間変化「冷気にじみ出し現象」 

首都大学東京三上研究室 

宇都宮大学森本助教授資料 

緑地

魅力的な都心部

LRT
（次世代型路面電車）

緑の侵食

TOD
（公共交通指向型都市開発）

LRTを基軸にしたコンパクト化戦略
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を食い止める。また、駅周辺に商業施設、住宅等

を再結集するなど、LRT 等の公共交通を軸とした

拠点集中型の地域・都市構造を構築して、二酸化

炭素排出量の大幅削減を図る。 
 

 地方都市（約20万人）を対象とし、集約 
型の都市構造に転換を図りつつ公共交通   
サービスを向上させた場合、2010年に 
2002年比12％の削減（１人１日当たり自 
動車燃料消費）ができるとの試算がある2。 

 
 また、環境省が2004年から開始している
「脱温暖化2050プロジェクト」3では、交
通分野からの二酸化炭素排出量の大幅削
減の可能性についても検討が進められて
おり、そこでは交通分野からの二酸化炭
素排出量を左右する 6 項目の要素をそれ
ぞれ1～2割削減できれば、2050年までに
全体で約 4 割から 7 割の大幅削減が可能
とのビジョンが示されている。 

 

 誘発交通を十分考慮し、「渋滞解消のた
めの道路整備」から「自動車交通需要

の抑制」を図る。 
 

 自動車利用者が負担すべき「環境損傷」
「空間損傷」4などの社会的費用等を踏まえ、「歩行者・自転車、LRT、大規模緑地、風の

道等」のための道路空間の整備、公共交通機関への支援、自転車利用の促進を図る。 
 

 大規模集客施設の利用客による二酸化炭素排出量の把握の仕組みを構築する。 
 

（魅力的な環境街区の設計、社会的費用の反映等） 

 緑の容積率等の指標により定量的に評
価する仕組み、分析のための高解像度

のシミュレーションシステムの開発、

税による消費者の選好誘導等の施策を

通じた魅力的な環境街区の設計、モデ

ル的な街区の構築、ストック化を進め

る。 
 

                         
2
池田、谷口ほか2004。本試算は、「SLIM CITY」モデルを使用し、人口が一定と仮定して分析したもの。また、同モデルで、2010年の人口が

約24万人まで増加し、まちの集約化を考慮しない場合を仮定すると、市全体の自動車燃料消費量の総量は現状の1.2倍以上となることが導

出されている。さらに、別の分析において、宇都宮市でLRTを導入・周辺地域からの転居などによりLRT沿線の土地利用が高密度化するこ

となどを想定した場合、LRT導入後の自動車からLRTへの利用転換が10%では約10～17%、転換率が30%では約30～50%のCO2排出量の削減可

能性が示されている。 
3
2050年を目標に二酸化炭素排出量を全体で60～80％削減する可能性について検討している。 
4
鉄道と道路を比較すると、自動車の輸送効率等の問題から、道路は、住宅等の立地を拡散させてしまうなど、非効率な都市空間の形成につな

がるおそれがある。 

交通のCO2の構成要素：
(下記6項目を各々10～20%下げられれば、全体で47～74%の削減が可能)
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SLIM CITYSLIM CITY適用例（検討結果）適用例（検討結果）
～自動車による環境負荷～自動車による環境負荷11～～

1人1日平均自動車燃料消費量シナリオ間比較

非成長 成長

冷熱効果を最大限引き出す街区案  街区デザイン：㈱オーガニックテーブル 
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 環境負荷を始めとする社会的費用を反映する仕組み（開発権取引、空間損傷等に対する
費用負担としての税制等）の構築を図る。 

 
 「環境とまちづくり」に関する情報の提供・普及啓発、専門的知見を持つ人材の育成・
活用を図りながら、住民参加型のまちづくりを行っていく。 

 

 

持続可能なまちづくりへ

地球温暖化対策の観点からのまちづくりが、高齢者等の移動制約者への対応、インフ
ラ維持管理コストの軽減、中心市街地の活性化、快適な生活空間の創出等に資する。


